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研究機関紹介 ヨ三ここ士一五

タ イ同開発行政研究所

National Institute of Development Administration 

通祢 NJD.¥（二、司夕、）と呼l工、れる研究所（二二学院）は

々イ国の社会科学の教育二研究1機関としては代表作jな干7
<1：である p パLコケの；ヰ大学子コラロンコ・－＞ (Chu 

lalongkて，rn1 1 niv.）、ケ 7十一ト（Thammasatl Tniv.), 1/ 

七！ト ｜、 iKuset叩 tl l川v.）の政治三hril，店主済学官II, J')i'/: 

：＇日；むよじ ；；＿：，； :. r・ tこ／］！1',J→／コイ J スJ F豆一トたりl：とす

tl if, liJ「吃h世間としとどうしと色ふれtHUH王ti..人f山、

Ul心，， -:. ,r,NII ＞人 1. χI<.¥ i l¥ational Researchぐのuncil,

戸てや ザ

、 ，V)公J0 

I¥R.C f；けI：会科学だけぎなど：＇ 1然科γをも台めぞら，，

ふる分~Ifにわたる研究の!fi}J:i',1 の杷提，研究の認室主等を 11

／ムょう；11¥'/;:1！γ；ちiゐ喰r,J.Jでキ，i'.i「 1守に外ilq人のゲイ（屯｛浜究J： 
が’J 「［1.jに／lf{IL了iヰ＇）'cl，，「i千trう；｝＇.：「にtt登主t、L一t,'F・'' 

ι 
トと L: j止／I＇，←r一る一 ，，・耳Zゐ点〉ど，， ¥''f!Jll,i主 NR（、のtr"l中・：＞

げて外｜司ノ1,:,11・吃行；こ｛flCil-J去均iヒ小がりえ「〉れど〉二》

にある門！え1'1i‘中ト弘｜人｛可冗J；；土ある））；｝;;-, {,I「究11、j行に ！.：

「J王ヮ一、「 1 F ザ 3れど）,,J 能il l.ある、 NRC句 t土社会

f'jタ1,f打 iこわ＇： ；コケイfr}ににるイ／1,rのlJJ拝を B要不jした字詰

;';i.t,'_ rraaig山tn yoo plionkaanwichai, Report on the 

summary of research：を山J；反してお，にこttにi；って

7イ則の｛，昨’＼：＼！On,',1l土知ることができる。外国人研究去の

n「そ；こ J Jいて；土子－・？ '.Iストが入子できる行；在学［ーの庁i']

めがあるためかfl本人研シ；EJ干の登録は少なく，はば京大

！町系に限ムれ円、る、長；iNRぐはタ f人研究汚0)Tく

れ，＇：研究 0)！上＇，i:Iえをしているようであるo NRCはこのく

らし、にして本i¥ll'Jにもとろう今

一般に々イ囚におL、ては instituteと祢「る後関は rl

本で使われる話！·~ とはちがって，研究機関ではなく教育

機関である門 Fュうロンコーン大学の各学部に付属する

institute （ たとえばわたくしの所－~する lnstitute of 

人sirrnおtudiesもそうだが）は学rおと戸Jtがそのコース （，：

湿択寸るンス fムとなっており， （学科」あるし、はその

学科山中の 1 コースとほぼ同格であるのまた［•＇）＇：関係で

i＇！~際的 iこ， と己ヮて：If:ければ全アジア的に干干名な AlT

(i¥sian Institute of Technology）は A 媛の大与f院大学

N'ationrrl Institute of Development Adrninistrntion 

'(' ｝，る， NlDAt 1:たしかりで i研 究 所Jではなイ専

門の大学院大学である。

パン・ 1 7の 114!Jのお級 it宅地スケムウイット

(Sukhumwit）の途中を左折し［ヒトすると，アジア大会で

も使用された屋内主主伎場キチカチゴン・ス々ゾアム

(Kittikachorn Stadium）カ，;J弁える。とこを主也ぎてセーン

セーブ（Saensaeb）運河を波るとプラナコン（Phrana-

khon）県パン力 l:0(Bang Khapi）君IIJi二であるわ NlDA.

l土三のパンカピにあるGこのJ,':J辺はまだ住居もまば人で，

研究探境に適した殺かなたたずまいをみせている。難点

といえば，バンコクの中心街から：-io分はかかる交通事情

のあまりよくなし寸也点だということだろうか。ともあ7.1

人は雑踏のバンコクを脱出して緑したたる同医風景が広

がるパンカピに若くと安塙の思いを深くするにちがいな
、～、。

研究内容と直接関係ないことだが， NIDAの建物はす

(fl＇》し い近代建築であり憐内も割合に広い。 NIDAにか

ぎムず，パンコクの大学は男ljとして，新しい地方大学の

湾内，建物は実に立派であるつ中でもチヱンマイ大学

(Chiengmai Univ.）はすばらしいが，東北のコンケーン

大手二（KhonkaenUniv.）でさえも R本の医立大、戸にはち

上っと真似ができないような膨大な敷地をもち校舎はも

ちろん，学生寮も立派なものである．
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Ⅰ　研究所設立の目的とその周辺

Ⅱ　研究所の機構と機能
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ぷ 丘中間一研究機鱒紹介山い

I 研究所設立のH(10とその周辺

この研究所の前身はタマサート大学政治学部付，鴇の行

政研究同 In必tuteof Public Adminis釘aitonである。

60年代にはし、って，包速に重要度令指した経済社会開発の

中堅的専門委員を養成することを目的として，この研究

「frは196昨・.u月タマリート大学よけ独立し亡目立の大学

院大学となリその名も NationalInstitute of Develop・ 

ment Administrationと改められた。設立後5:!f三を経た

現在， NIDAは顕治の「大学院大学Jとしとの体制をほ

ぼ固めたとャうことができる。

タイ陵の；大学の＼＼I；間体系はきわめて実利的である。

「政治学者i；」 Fae担ltyof Political Scienc邑は大学の中で

はかつての日本の「i）.学部JK村山する務式をそなえて

いるが，その政治学鶴の中でも「行政学科JDepartment 

of Public Administrationの占める地位が大きい。 15i怜

紀頃からの伝統をもっi土大な官僚機構を維持するための

官吏養成の任務がこの学部や学科に期待されているので

ある。もう…つの特色はこうした学部を卒業した学生が

外国で九！.／＼.や Ph.ll.の学／，1：をとる樹皮がかなり怒

っていることである。国費留学，その他育英資金による

留学の機会はかなり開かれているようである。さらにffi;

開発国の常として金JSt,f・土先進国のそれをはるかに凌J

金持ちであるため，子弟を私費留学させる財力をもって

し、る。ただ，外国留学は国を背負う意気に燃えてなされ

るという主りもむしん帰国後の正／j額サラリー，昇進を

回あてとしてなされるようだ。 ιうして日本人の平均的

インテリと呉なって，その7ナーにおいてはるかに洗練

ミれ，その外国語［英Mtが多U）においてはるかに流紛

な国際的紳士淑女が“，、ク”を JベYて洋わ五1¥りをし’白’

庁，大学：などの高い地位を独占することになる。

Nm九はこのよめ t，，，／問的風＼：Ul中でと山上うにやお

Jけられる山だろろかn 簡単tこし、うと NHは法学部l{

業学生に対して行政官としての訓練ι以前のような外

同留学と L勺手続きをとらずtこ，ほ内で行fょうための除

問だとL、えそうである内 1970年皮（1970:q三4Ji l Ii～ 

1971年3月3Hl）の NIDA合格者をみると文科系77人，

理科系俳人ど理科芽、山学部卒業庁ポ文科系のそれを上ま

＊＇っている。とれで＼.わかるように NID＼以外国留勺ι

組のめざすジェネラリストとして高級官僚としての訓練

よりもむしろ，行政技術官としてスペシャリストとして

ャ／）中堅子ヤノクラートの養成をい械としていることがう

かがわれる。同じく 1970年度の新入生を対象としたアン

j j 4 

ケートで卒業（修土号取得）後任地をどとに選ぶか，と

いう／Illに対して，問答者103名中39名がバンコク＝トン

ブリ以外にしたい，と答えている。タイ国においてパン

コクがもっ絶大なる磁力を考えるときとの39名の「地方

志願jは特筆に値するように思える。

NIDAの学問研究はもともと実利的目的をもって行な

われているので，たとえ大学院大学であるとはいえ，そ

こに「学問の白山jを云々するような意識は存在しないa

NIDAは一つの国策的研究所あるいは大学院大学であ

る。そしてこの「国策」と「学問研究」とは先進閣にみ

られるような不幸な断絶をいまだ経験しとし、ないように

見栄Fけられる。新しい国々の学問研究は幸いである。

II 研究所の機構と機能

本研究所は4学部3センターから成引でいる。またも

うーっ総長直轄の英語訓練プログラムがある。これを便

宜上，教育部門と管理・サーピス部門に分けて説明を加

えてみよう。

l 教育部門

·~お訓練プロゲラムは1970年に恒久スタァフを信くこ

とが認可された英語教育の機構である。タイ入教ffは8

:f, （うち 3名は留学中）。フォード財団の P.L. Aiken 

氏が］%8年よりここの事実上の主任格となって指導をし

てU、る門タイの大学生の英語の表現カとくに会話力は日

本の平均的大学生よりもはるかにすぐれているがNIDA

は三の大学卒業生にさらに事言語教育を課しているn 7（｝年

度にほぼ3001，がこのプログラムを受講したとされる。

わたくしの経験では，開発経済学部でスタッフ一同が 3

人の外人教師を交えてよどみのない英語のやりとりをし

てνた。学生の語学カを見聞する機会にはまだ恵まれて

いないが， NIDAの入試の唯一の科目が英語であること
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からみて，その水準はかなり高ャと息われる。

4学部のうちゃや特殊な応用統計学部 Schoolof 

Applied Statisticsからいこれこの学部は1966年設立

の際に国家統計局の付属学校（TheCollege of Practical 

Statistiじ示）をそのままここに降しに三て三きたという経

待がある。当時285名の学生が在絡し口、たそうだが，

一部；工卒業し一部は他大学J 、ti:入学し、現在65名の学

生がi足っている。これらつ’生h士 collcにどをそのまま移し

℃きた関係から他の学部とちがっ亡大学卒業生ではなく

いわゆる学部の学生である。昨年この学生たちは他大学

卒業と同じ資格になとように学士号prinyatriを要求し

て首相に請願行動をしたの今年度からこの学部はこうし

た変則的事態を経て修士コースに切り替わる。計画書に

とシと杭計方法論，コンビ τーケ一子ーゲ処理，オベレ

ーシ：二ズリサーチ，人lI ！；トf),j ，＇？’t : 1:~ i HJ設される。

：；｛大の学生数を誇るの;iたん出、つども行政学部

日c!wolι，£ Administrationでもうれ 1!)71 I年度後半期の

_:'j/; iじ生数は全体425名中山］（jl iうで，bる スタップは学

部長，国lj学部長のほか諮閣委員（教授クラス）が7名，教

官（助教授，講師クラス）が17名（うち 7名が米国留学中）

であるの授業内容は学部独自の科目を29もつの Social

Government Finance, Research M白thodology, Thai 

Pu lilic Service, Organizati《m I >e,ign, Government 

ドP1crnc,,and Budgeting, Prn;:,:r山 nPlanning and :¥Ian-

日以じ川，，t, Personal Devel叩 Illじ口t,L，人gislicAdministra-

tinn可 I;overnment and ,¥dmini、trar川｝れfMunicipal 

λre九、心overnmentand i,rlrni11i,tra1i川 iイ Provinces,

Comparative Social Gov邑rnm白ntand Administration 

等々であるが，実利的な科目が多い。 「カリキュラムに

含まれる科目は現在の開発諸実権機関（タイ凶の〕の中

で応用できる｜摘発をなすことに特に主限点をおU、て改訂

され発展せしめられた」 （NationalInstitute of Devel 

吋 111eiilL1dministration, Fifth .•1,uu t甘すary’， 1971,

p, 16 ，，また今年度，同学齢1主汚iこti刻、；ぷ防関の官吏が学

生としごあるいは聴講生としと L＇.＇と数多く同学部で勉

強すラ二とを奨励していると、寸「 iリ70年i支前期現在政

府諸機関の官吏は総学生数の76%を占める。

経営学部 Schoolof Business Administrationは70年

度後半期の登録学生数が98名である。学生の職業の特色

は行政学部， IJ自発経済学部とちがって，官吏の割合が3

割強にすぎないのに対して，個人企業の子弟とみられる

府が 4','fl］に達する点にあ乙 p 子部長・品!J"i：部長のほか顧

問委07名，教官11名（うた 7名が衣川町学中）である。

同学部はセミナー開催等によって財界，たとえば「タイ

経営協会Jなどと接触がある。奨学資金として，とくに

民間の外資系2会社，デ、ィートハイム（DietheimCo. 

Ltd., Thailand）と三井（MitsuiCo. Ltd., Thailand）か

ら寄｛小7：あったそうであるo

IJ[J";i訂正法宇都 Schoolof Dev己loprnentEconomicsは

登泳三／：:'l数が70年度後半で42名であるわ q二部長，話lj学部

長川lか淵！日委員6名，教'l'flO名（う t;5名i土外国留学

中）であるの学部独自の科目は15科目である。たとえば

Economics of Public Finance, Math合maticsfor Eco-

nomists, Macro and Micro Economics, Theory of 

Economic Development等々で，理論から応用部門に

ヨきるまでをカバーしている。

以Lび）九二；＇： l}[；独自の科目のほかに·，~q’共通札口iヨ（必

以こーはなし）が9科目あり以下のとおりである、 Princi-

plじおれiAdministration, Statistical λ1lethocl、EnどlishI, 

l i、Methods of Statistical Operation, Thai品川etyand 

Cnvernment, Economic Analysis, The Process of Eco岨

nomic Development。とくに最後の科目の聴講者はとび

ぬけて多く 70年度全体で 232名とされている。

各部を通じてのスタッフについての特色としては次の

2 ，＇えがあげられる。まず年齢が若いこと。高 lj学長からう

かがったところでは35～40歳との三とであった門この年

院J)'f'i~/ ，，，えかスタッフ－1司はシ＼・－・／でi氏、・fijとしてい

らiIiちとノどれ／九次に目立つのが外IJ.JWi q:i I 1 ,, , ・1fitム数が30

名にのぼふ二と。正教織員 llO名ωうわ；$0ちが外国，大

i'.I＼うIr，リりへ留学中である。もコともこしi).t •＇；な現象

はNIDAに限ったことでなくタイ国の大学に共通して

いるの留学資金の大部分がフォード財団，一部 MUCIA

(the Midwest Universities Consortium for lnternation-

al Activities Advisory Team）から供与されている。

そしてこの実質上の「欠員」教官の補充が42名の非常勤

法i':T:iにじ、てなされているのこのほか然析の外人議自flも

HJ''j放にのほど〉とみられる。

次に＂／：＇！：（.こっし、ての特色は，まず i以来としごは官吏の

第 l表 1970年前期jの’・t'[.,' ,1怜午、

1仕：結 局苦悩以i各省符支！：e'er ｜民間 l学部学生学生数｜

行政学科 I341 I 14 I 245 I s2 I 
経 営学科 I124 I 18 I 22 I 84 I 
開発経済学科｜ 41 I 3 I 17 I 21 I 
応HJ統計学F卜｜ 119 I 16 I 16 I 19 I 68 

;n I切＇ 1 51 I次）（） I 206 I！ 槌

( il',I苛） Nll>A 5th A刃刃h,e打 ary,p. 168噂

I Iラ



Ⅲ　NIDAのかかえる問題
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割合，そJしも省以外の諸機関の者の割合が多いぷであるo

1970年自lj期は溺1表のとおりである。次に誌はあるが登

録をせず，したがって卒業もしないユーレイ学生（non・

active students だそうである）が多いことである。 1970

年度後期の自給資格学生以；土 8:!tl名のはずだが登録学生

数は 42!'iかこ寸ぎない。通常 2年あるいは少し起れて 3

年を経て修士号を獲得できた学生数は初年度は 115名と

なっている。

2. 管理・サービス部門

研究セ＞ '/ - Research C、C:1terは全学の教｛）＇・研究の

企画・調整とf丁なういわば作品IJ！（；である。このセンター

には諮問委員10名，教官9名（うち 3名がアメリカ留学

中），研究員5名がいる。穏々の業務のうち特策すべきこ

とはこのセ J ノJーの研究はおよプ他学部のスケ y ブによ

るグIレーブプロジェクト土実行していることで＼わるo ま

た本センターは全学的刊行物の発刊を担当し山、る．季

刊学術雑誌に『開発行政ジャーナル』〔zι，arasaanpha-

thanahorihaansaat, Thai Journal of D叩 elopment

Administratiυn）がある r 以前i主各学部が紀要の演を発

行してぜ、たが7（）年度はこのジャ ナルと，あとでのべる

開発資料センタ一発行の NID1lBULLETIN とに議

ーされた。単行本の出版では英語文献が16点，タイ語文

献が23行 t•) ,,:, C このうち新特センター著の警名は次のと

おりで争）ろ

1. Researd1 Center, JJi/,/ iography on !Jじ・，・dopment
Administration, 1971. 

2. Research Center, Kamnan: Attitudes and Per-

solla11ty, 1967 (Thai）・

3. Researd1 Center, So."ial Science, 1969 (Tl〕ai).

4. Research Center, ThaιGovernment Organiz仕

tion Charts, 1970 (Thai). 

5. Research Center, Thai Government Organiza-

tio11λJ,u1ual, 1969 ¥ Thai ,. 

the National Institute of Public Administration 

4. Project No. 29, The National Assembly of Thai・

land 1970: Biographies of Members 

5. Project No. 32, Budgeting and Public Policy: An 

Analysis of Municipal Expenditures in Bang！叩lし

1960-1971 

6. Project No. 33, The Financial Capacity of the 

City of Bangkok: A Review and Analysis of 

Municipal Revenue Sources, 1960-1971 

7. Project Nり 34、Municipal Decision-Making A 

Case Study of the Bangkok Street Program 

なお設立当初来一昨年度までに26のグループプロジ且

クトが企画され，そのうち 9プロジzクトの成果が出版

されえのそのほか出版の準備段階にあるもの7,:f見ti：も

完成してないもの10である。

次に訓練センヲーについて。部次長のほか諮問委員7

名，訓練スタップ 7名である。このセンターの主たる業

務は，（1）局長，局次長クラスのセミナーを開催すること，

ω小笠宮吏に trainingo伍cercourseを開設し train・

in只 directorな」、L instructor としての資格を与える

こと，である。昨年度は（1）についてはセミナーを開催，

90名の参加者を数え，（2）については lコース29名の参加

者を得た。このほか各省各局の要請に応じて技術的な援

助・功言を行なった、このセンマーの悩みは予算J、tl, 

hiぷ不足で十分tJ_事業ができないことにある。

開発資料センターは部次長のほか諮問委員5名，教官

6名，ライブラリアン7名である。資料センターは昨年

以川市を確保できる図書館を完r＆したパ建物は立派だが，

't fニ図書の冊数が少ないのが悩みだと I,、うことである内

このセンターではヲ f文のフ、レテ fン bannasaans. P. 

b. （英訳名 NIDAβULLETIN）を発行している。

Ill NIDAのかかえる問題

6. Reseι町 hCenter, （）ノ玄・aノ1i之atio11of J'u/,li,・ Ent計七 i没立以来5年を迎えてNIDAの！この国初の完全な大

prise 1970, 1970 (Thai）・ 学院大学」 （BangkokPost, May 7）としての体制は国

1970年度に発足したグループプロジェクトは次のとお まったようにみえる。

りであるぺ 投立当初か九今flにきヨjるまでブォ－ F財団は専門家派

1. PrりjectNo. 26, Rice ,¥drr.inistration in Thailand 選、施設設置援助、宿学資金援助等ほとんど全i括的と3

2. PrnjeじtNo.27，ム（、omparativeδtudy of the --Jごよいほどの長£！））を借しまなかったn とりわけ毎年30

Morale of O伍cialsConcerned with Rice Adminis- 名にのぼる教官の留学資金はほぼ全額がフォード財団の

tration in Thailand 援助になる。 1970年度版 NIDA年報 （NIDAS th An-

3.わりjじctl¥Jo. 28, 1¥dministrative Development in 11izげ ・sary）は ［，算内存を公表していないが，留学資金に

HigheγEducation Institutes: A Case Study of J 功、ては70年度， 71年度につヤて 2年契約でほぼl(防（）万
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ベーツ C50方向けが援助されそ模様である。 72年度

以降は新たな契車］がなされるので下、ろうかハ＝の，'2,；こ J 》

いては NIDA年報にょせた MUCIAのメッセージに

,mっても（：，おう。 Iわれわれはいまわ'IIDへと MUCL¥

諸大学との間に新しい関係が生ずるような移行局面には

し、リつつある。：＼IDAの発展が方、べも著Lカミったため

MUCIAとフォード財団からの助言的サーヒス（advisory

service）の水準は昨年かt，相当減じておヲ，次年度には

J王乙んととるに児九ない品，，立に三三減ずる（ごあろう；

(p. 9）というのである。研究資金の“ベト十ム撤退”“ア

／？撤ill＂宣言ど ある。ま「カネ：T)';,j題がトオIDA勺Jう

の頭痛の穏であることはほぼ間違いないハ

~IDA IJ行の研究書リスト（英文16点，ケイ文23／.（〕

をみるととの国の社会科手のレベルが高くなやたこと念

物持る諸労作がかなりあ乙 p アメリカ留学によヮである

い；Eアメ＇・＇ Tl派j)'t＇〕理問教官の指手によって tl：会科学グ）
分析技術のレベルが高くなったこと，そして何よりもこ

の刈の担二：発展が科学としごの社会科学の？？をwを要治す

るようになったこと，がその主たる理由にあげられよう o

b二この凶；こはi白（＇）新興諮問と同践に国策 r、7間研究ど

アジア経済研究所刊行

アフリカ諸国における経済白立皐 唱編

アフリカ社会・経済構造の制度的な枠組を変革する問題

を，理念よりも手lj吉を，｛el糸よりも誌拠を提出すると L、

う形で，分析的に記述 A5判／280:i;{/¥750 

投資粉争解決法の研究 池田文雄箸

投資受入凶こ外国人投資宗一二の問にJ己主す忍紛争の法的

解伐の研先tあって，， L、，そっうちでも待にr11t ，~l投資約＂f争

解決条約」の研究を主題としたA5#1J/256頁／￥ 750 

台湾の金融事情 植木三郎編

台湾の通貨・金融制度について歴史的発展のあとを概説

すると共に，金融構造・制度・政策など基本的事項につ

き，できさ限り網羅的に，かっその特殊性を描く

A5liJ/ 254Tl／’￥ 800 

一＝研究機関紹介－~－－·－~

の幸福な結合があると響いた。“academicfreedom”は

存在するn それは政府がカワキュラム・研究プロジ E ク

トの内容に，口出ししないということを意味すると向時

iこ，研究所当局t'l-4'が政府；こ口出しされなし、ょうカリキ

ュラム・研究内容を自主規制することを意味するものと

みられるハしカLL後者の措置は研究所当日にとってはい

わば疑う ζ とのでさない当然の措鐙であり，そこにはい

きさかの後めたきも悩みもないc だが高いレベルの社会

科学はこうしたit,l同の下で自由にrtき長「》えることがで

きるだろうか。第 lにこの国の社会科学の輸入元アメリ

カでは，：，＜；：，，、社会科γ：者た士zの一部に造反が起きている。

第2にこの国の中からも学生たち，とくにグマサート大

'Iの学生jこちの[filを憂える真剣な発言が任会科学{c：武器

にしてなされ始めている。このような諸重要因がこの国の

社会科学や NIDAの学問研究にどのようなインパクト

5：与えるぞあろう，h，ふるいは与えないであろうか川近

い将来こうした問題が ).JlDA当局の悩みの種とならな

ければ三ι、である η

（；毎7ト派泣員在パンコク 北原淳〉

韓国の金融事情 植木三郎編

斡濁の通貨，金取引U!支hこういて， 11".史的発展のあとを概

観し，同月の金融縛造•{12 fii'＼政策・食融機関の現状を解説

A5*1J/283貰／￥ 900 

アジア諸国の経済成長と開発計回

7 ジア治国の経済辻翻がIN長過程で果たす役割，および

7ジ7話回自ら ci)ft ll)J努力が成長加速化に来たす役おや

問題点の指摘を中心に，さらに各国5Jijの計図と実態とを

サーベ J しその限古要E習を・1e明A5'l'IJ／上品切／下￥850

援助の実態と経済政策 原莞天編

理論篇は援助政策の変遷とその政治・経済的背景を追跡

し，実態篇はインド，パキス Fン，台湾の最も中心的な援

助プロジェグトの分析を試みたA5判／Zl4頁／￥ 850 

アジア経済出版会発売

I I 7 


	I 研究所設立の目的とその周辺
	II 研究所の機構と機能
	III NIDAのかかえる問題

